






議会、自治会、町内会など）が地域

課題の解決を図る活動を行う場合は、

自らその活動に参加し、又は協力

するように努めるものとします。

（地域コミュニティ協









以下同

じです。）は，自らが地域の自治の担い手であることを

認識してこれを守り育てるよう努めるものとします。

２　地域住民は，地域コミュニティ（地域コミュニティ協

　議会（新潟市区自治協議会条例（平成１８年新潟市条例

　第７４号）第２条第２項第１号に規定する地域コミュニ

　ティ協議会をいいます。），自治会，町内会，特定非営

　利活動法人（特定非営利活動促進法（平成１０年法律第

　７号）第２条第２項に規定する特定非営利活動法人をい

　います。）その他の地域における多様なつながりを基礎

　とした団体及び集団をいいます。以下同じです。）が地

　域課題の解決又は地域住民の相互の連携を図る活動を行

　う場合は，自らその活動に参加し，又は協力するよう努

　めるものとします。

３　地域コミュニティは，自らの行動に責任を持って自主

　的かつ自立的な活動を行うものとします。

 （市の役割）

第２７条　市は，地域コミュニティの公益的役割を認識し

　てその活動を尊重しなければなりません。

２　市は，地域コミュニティが協働により地域における新

　たな公益的役割を担う活動を行う場合は，公共性，公平

　性及び必要性を総合的に判断してその活動に対して支援

　を行うものとします。この場合において，市の支援は，

　地域コミュニティの自主性及び自立性を損なうものであ

　ってはなりません。

 （区自治協議会の役割）

第２８条　区自治協議会（新潟市区自治協議会条例第１条

　第１項の区自治協議会をいいます。）は，同条例に定め

　るところにより地域の多様な意見を調整し，その取りま

　とめを行い，協働の要となるよう努めるものとします。
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